女性の活躍に関する企業等の取組事例集
（注）以下記載の取組例に掲げる事例については、あくまでも参考として提示したものであり、当会議として妥当性の判断や価値評価を行ったものではありません。各企業で導入する際には、業種や業態など個別事情等を踏まえ取り組んでください。
①経営者の意識
○女性の社会参画についての経営者の意識を転換する
	【取組例】

★国では、賃金・雇用管理の在り方などに関する男女間格差の解消のため、企業内における男女間格差の現状を「見える化」して実態を把握し、改善の必要性に気付くことができるツールを公表している。

★社内報などで、女性活躍に関するトップの意識を発信し、社内全体の風土改革に取り組んでいる。

★女性が少ない企業での会議等において、１時間の会議のうち、10分間は「男性の発言禁止タイム」を設けている。

★熊本経済同友会では、会員企業を対象に、くるみんマークの取得を目標に掲げている。


○ダイバーシティ（多様性）を活かして経営を活性化させる
	【取組例】

★女性顧客の更なる獲得のため、業務開発部内に女性によるプロジェクトチームを発足させ、ノンアルコールビールや清掃時間が省力化できるトイレなど、女性目線で商品開発に取り組んでいる。
★住宅メーカーで、女性社員を主体とした営業体制づくりを行い、女性顧客に対する細やかな営業を実施して売上げを伸ばしている。


○男女がともに働きやすい職場環境の整備を進める
	【取組例】

★県では、県内企業等を対象にアドバイザー（社会保険労務士等）を派遣し、職場環境整備に係る助言等を行っている。

★女性の未経験者を技術職として育成する上で、休憩所の美化やデザイン性の高い作業服・安全服への変更、女性専用の作業場の確保など、現場の男性的なイメージを払拭し、女性にとっての抵抗感を和らげ働きやすい作業環境にするための工夫を重ねることで、女性技能職が定着している。

★製造、販売、流通などの部門間で頻繁に異動を行い、複数部署の業務に精通させることで繁忙期の柔軟な人員対応等を可能にしている。また、「前の部署」の常識や工夫を「次の部署」に持ち込むことで、生産効率の向上や改善も実現させている。

★毎週１回、多様な意見の収集や、職場のコミュニケーション確保の観点から、日常生活や仕事での気付き、家庭や趣味に関するものなどを「今週の気づき」として直属の上司にメールし、直属の上司が返信することをルール化している。（社長にも同時送信）


②管理職等の意識
○管理職等の意識を転換し、マネジメント改革を進める
	【取組例】

★社内ホームページ上にトップのメッセージを掲載するとともに、経営幹部や社員の体験を基にした、ワーク・ライフ・バランス実践による効果などの情報発信を行い、社内全体で風土改革に取り組んでいる。
★多様な背景を持つ人材の活用、一人ひとりの意見やアイデアを取り入れることをスタッフ部門の事業計画に盛り込み、取締役をトップとするダイバーシティ推進チームを結成するとともに、その活動を社内報で取り上げ、社内全体への浸透を図っている。


③制度や仕組みの改革
○多様な働き方を支援する
	【取組例】

★国では、今年度から労働者が育児休業取得後に再び企業で活躍できるような環境を整備するため、育児休業復帰支援プラン導入支援として中小企業に専門家を派遣し無料コンサルティングを実施している。

★フレックスタイムは部署単位から個人単位へ、また、コアタイムを設けず深夜時間以外はいつでも勤務できるようにしている。

★在宅勤務については、一日単位では最大で週2日まで、また、10分単位での取得も可能とし、自宅以外（コワーキングスペース等）での勤務も認めている。

★熊本から東京方面に転居した建築デザイナーにテレワークで仕事をしてもらうことにより、継続就労を実現している。
★選択型人事制度を導入し、人生のイベントに合わせて働き方を変更できるようにしている。（ワーク重視型、ワーク・ライフ・バランス型、ライフ重視型）
★育児休業から復職した女性社員のために、託児サービス事業者と契約して、社員や顧客が利用できる託児所を開設。会社がスペースを提供し、社員には無料で利用できるようにするとともに、同社を訪れた顧客にも開放する仕組みを導入している。
★単身赴任や勤務地が変更になる場合には、子育てや介護等の家庭状況に配慮して異動させている。

★短時間正社員制度を導入し、正社員の勤務時間を通常の8時間に加え、6時間または4時間の勤務を選択できるようにしている。


○女性の積極的な採用や登用を進める
	【取組例】

★人事担当役員が中心となって策定する役員のサクセッション・プラン（後継者育成計画）において、すぐにも役員に登用できそうな人材、今後2年くらいで対象となりうる人材、5年以内に対象となりうる人材を挙げる際、その中に必ず女性候補を含めている。

★女性社員の昇進時期を男性より早め、前倒しで係長級ポストを経験させる制度を導入。男女で昇進スピードが同じ場合、産前産後休業や育児休業後は女性の方が不利になるとの考えが背景にあり、早めに責任の重い仕事の経験を積ませ、女性の仕事復帰の意識を高めている。
★ワーキングマザー向けに社内公募制度である「チャレンジポスト制度」を導入し、子育てや介護により働く時間に制約がある社員のために、事業部門やグループ各社が時短勤務や在宅勤務も可能なポストについて、年に2回、グループ横断的に異動希望者を募集している。
★大学での職員採用時の公募要項の中に、「業績(研究業績、教育業績、社会的貢献、人物を含む)の評価において同等と認められた場合には、女性を積極的に採用する」ということを明記し採用している。


○研修等を実施し、女性のキャリア形成を拡充する　
　　　　　　　　
	【取組例】

★県では、女性のキャリアアップを目的とした社内研修を行う企業等に、研修テーマに応じた講師派遣などの支援を行っている。

★女性管理職候補育成のための女性リーダー育成プログラムを実施している。所属部署の推薦を受けた管理職になる前の女性社員を対象とし、半年間の集合研修及び実務による教育（OJT）を実施。育成責任者が、個人ごとに育成計画を立て、OJTでは役員への業務説明に同席させるなど、これまでの業務の領域を超えた経験をさせるとともに、女性の上級管理職（事業部長クラス）が受講生のメンター（指導者）として参加している。


○残業時間に対する人事評価のあり方を転換し、社員へ明確に示す
	【取組例】

★管理職の人事評価項目に、担当部署の残業時間を入れている。
★上司、同僚、他部門等による多面的な評価を導入するとともに、勤務時間の長短ではなく、業務目標の達成度やビジネスへの貢献を重視した評価を行っている。


○非正規雇用の正規化や待遇改善を行う
	【取組例】

★県では、県内事業所に中小企業診断士及び社会保険労務士を派遣し、助言やアドバイスを行い従業員の処遇改善に取り組んでいる。

★「正社員登用制度」を設け、正社員57 名のうち、20％弱がパートから移行。パートから正社員になる道が開かれていることで、将来の展望が開け、働く意欲の向上につながっている。

★正社員・パート社員に共通の評価制度を設けており、それに従って給与が上がる仕組みを導入している。


　　○出産・育児等による退職女性の復職を支援する
	【取組例】

★退職から一定の年数を経過しても、正社員で復帰できる制度を設けている。
★退職予定で将来復帰を希望する女性をデータベースに登録し、勤務地や勤務時間などの要望を受け付けている。また、復職の際は、週１回の勤務で職場に戻り、徐々に勤務を増やしている。


○育児休業時や育児休業後の職場フォロー体制を整備する
	【取組例】

★国では、従業員の育休取得や職場復帰に関して様々な悩みをもつ中小企業が、個々の企業の状況に応じた「育休復帰支援プラン」を策定し、プランに沿った取組を進めることで、従業員の円滑な育休取得から職場復帰までを支援するポイントを解説したマニュアルを公表している。また、希望する中小企業にはプランナーを派遣し、育休復帰支援プランの策定支援を行う。

★育児休業時に職場情報の定期的な送付と、職場に訪問できる日を設けている。

★育児中の女性でも活躍できるチャンスを与えたいと考え、試験的に2名の女性に1つの業務を任せ、助け合いながら仕事を進める“ワークシェアリング”を始めている。


　　○育児休業取得がマイナスにならない評価制度をつくる
	【取組例】

★平成２２年６月から、国では、原則として子が１歳までの育児休業取得可能期間について、父母が共に育児休業を取得する場合、１歳２か月に達するまでに延長することができる「パパママ育休プラス」が施行されており、制度の積極的な活用を促している。

★育児経験は「時間管理能力」、「効率的な動き方」、「コミュニケーション能力」などを高めるととらえ、「ビジネススキル」として積極的に評価する姿勢を明確にし、実際に育児休業後の管理職登用も実施している。


○女性のネットワークづくりを進める
　　
	【取組例】

★女性社員の活躍を積極的に支援する女性社員のネットワーク作りとして「ウィメンズネットワーク」を立ち上げ、その中で作成した女性活躍のための提言を役員に提出した結果、両立支援制度（配偶者転勤などによる最大３年間の休職）や、女性リーダー育成プログラムなどが誕生し、女性社員自身の意識変革やキャリア支援の機会となっている。
★様々な企業の20代～30代の営業職の女性を集めた「新世代エイジョカレッジ」を開催し、営業で女性が活躍するための提言をまとめている。


（２）女性・男性が変わる！
①女性ワーカーの意識・行動改革
○経営参画や未経験の分野への挑戦意識を高める

　　　　
	【企業等による支援例】

★県では、女性経営参画塾を開催し、女性が経営に参画するために必要な知識や心構えを学ぶとともに、異業種のネットワーク構築の機会を提供することで、女性自身のチャレンジ意識を高めている。

★女性の活躍応援をイメージした電車「ウーマノミクス・トレイン」を走らせたり、「輝く女性への応援メッセージ」を募集することにより、さらなる女性活躍推進のムーブメントづくりを進めている。

★自分でメンター（指導者）となる人を決め、キャリアを磨いていくことを勧めている。


○ワーク・ライフ・バランスを意識した働き方へ転換する

　
②男性ワーカーの意識・行動改革

　　　○長時間労働を見直す
	【企業等による支援例】

★国や他県では、企業に対して、働き方改善のためコンサルタントを派遣し、働き方等の改善をめぐる諸問題について相談に応じアドバイスを行うとともに、その効果を広く啓発することで、企業への波及を図っている。

★男性も含め社員全員が定時に仕事を終えて退社することを会社の基本方針とし、上司と部下がその認識を共有し全社に浸透させることで、社員は時間内に自分の仕事を終えるように仕事の仕方を工夫するようになった。


○家庭参画と地域参画を行う
	【企業等による支援例】

★男性の積極的な家事・育児参加を、従業員が消費者視点や多彩な発想を確保する重要な機会と捉え、子どもが生まれた社員とその上司への育休案内パンフレットを配布し、育児休業を取得しやすい職場風土の醸成に取り組むなど、制度を設けるだけでなく活用のための工夫もしている。
★育児休業中の女性社員を対象にした研修に、他社勤務の夫にも参加を勧めている。

★社員とその配偶者を対象に両立支援セミナーを開いている。


③職域意識のバリアフリー
〇女性が活躍できる職域を拡大する
	【企業等による支援例】

★行政が、商品・サービスの開発や販売促進等についての女性の能力向上を図る企業に対し、コンサルタントを派遣し、女性の活躍の場の拡大を支援している。


〇理工系も女性の有力な職場であるという認識を醸成する
	【企業等による支援例】

★大学等において、女子学生の理工系学部への積極的な受入れ体制づくりが進められている。

★女性の未経験者を技術職として育成する上で、休憩所の美化やデザイン性の高い作業服・安全服への変更、女性専用の作業場の確保など、現場の男性的なイメージを払拭し、女性にとっての抵抗感を和らげ働きやすい作業環境にするための工夫を重ねることで、女性技能職が定着している。（再掲）


④働き方の見直し
○業務を勤務時間内に終了させる働き方へ転換する
	【企業等による支援例】

★国や他県では、企業に対して、働き方改善のためコンサルタントを派遣し、働き方等の改善をめぐる諸問題について相談に応じアドバイスを行うとともに、その効果を広く啓発することで、企業への波及を図っている。（再掲）


○仕事と家庭を両立するため、多様な働き方を選択する
	【企業等による支援例】

★営業職全員が固定デスクを持たず、オフィスフロアに設けられたハブスペースや、全社員が集まるカフェなどにノートパソコンを持ち込んで業務を行うことで、どこでも仕事ができるようになっている。
★ライフイベントに合わせて働き方を変更できる制度を導入。社員は誰でも、自らの自由意思により、「ワーク重視型」「ワーク・ライフ・バランス型」「ライフ重視型」の３つから自分の働き方を選択できることになっている。
（再掲）
★地域の行事（イベントや祭り等）に合わせた、計画的な休暇の取得により、地域活動への参加や家族との触れ合いの時間を作る取組が行われている。

★男性社員の育児参加促進活動を開始し、育児休職の開始5 日間を有給化する制度の導入や、男性向け育児講座の開催など、育児参加のためのきっかけを用意している。


⑤女性のキャリア形成
○ライフイベントを見据えたキャリア意識を高める
	【企業等による支援例】

★県では、大学生に対し、将来のライフイベントを見据えた働き方・生き方を学ぶためのセミナーを開催している。


○キャリア形成をめざし、積極的に取り組む
	【企業等による支援例】

★県では、県内の女性労働者を対象にキャリアアップを目的とした研修を実施している。


（３）社会が変わる！
①社会意識の変革促進
〇固定的性別役割分担意識を解消する
	【取組例】

★国では、平成２２年６月から施行された「パパママ育休プラス」に合わせ、育児を積極的に行う男性（イクメン）を応援する「イクメンプロジェクト」を実施し、ＷＥＢサイトでの情報発信やシンポジウム開催等により社会的気運の醸成を図っている。

★県では、男女共同参画を分かりやすく解説したリーフレット（男女共同参画ガイドブック）を作成し、様々な機会に県民に配布し意識啓発を行っている。
さらに、市町村や職場、地域で男女共同参画社会づくりをリードしていく人材を育成するために、公募による県外研修等を実施し、地域リーダーを養成するなどの事業を実施している。

★企業における女性の登用・活躍を進める自主的な取組を促すため、平成25年度から女性が開発に貢献した商品（モノ・サービス）を「なでしこブランド」として認定し、企業や県民に対して女性の登用・活躍の効果をわかりやすく周知している。


〇女性の継続就労への理解を進める
	【取組例】

★県では、男女共同参画を分かりやすく解説してあるリーフレット（男女共同参画ガイドブック）を様々な機会に県民に配布するとともに、中高生向けの男女共同参画学習資料を各学校へ配布し、理解を促すことにより、若者への意識啓発を実施している。

★即戦力となる女性管理職を求める企業も増えてきており、女性限定の転職支援サイトもできている。


　　○起業をめざす女性を支援する
　　　　　　　　
	【取組例】

★県では、起業をめざす女性を対象に、起業に必要な基礎知識の習得や起業先駆者等との意見交換等を行う女性起業支援の取組を実施している。


②制度・環境の整備
○ニーズに応じた多様な保育を充実する
	【取組例】

★市町村では多様な保育サービス事業の充実が進められている。

★製造業や病院など変則的な勤務体制の企業を中心として、事業所内保育所設置に向けた取組がなされており、国や県が支援している。

★地域における相互援助組織（ファミリーサポートセンター）の設置が進められている。
★オンラインやイベント等を活用し、子育て支援を必要としている人と支援したい人や事業者をフェイス・トゥ・フェイスで繋ぐ場や仕組みをつくり、子育てシェアをしている。
★企業内保育所の設置支援として、設置にあたってのメリットや課題、設置費用の例、設置における補助金の概要、設置した企業の声等が掲載されている企業内保育所先進事例集を作成し、配布している。また、企業の経済的負担の軽減や利用者の安定確保の観点から、企業内保育所共同設置マニュアルの作成、配布も行っている。


○放課後児童クラブ（学童保育）を充実する
	【取組例】

★県では、放課後児童クラブ運営費等補助を実施するとともに、質の向上のため、指導員に対する研修の実施、また、安全管理の手引きを作成し、市町村に周知している。

★学童保育に、学習塾やNPO法人が相次いで参入し、送迎付きで英会話教室を実施したり、午後10時まで子どもを預かるという取組もされている。
★企業が、空き建物等を活用し、学童保育を行う事業者へ委託し、送迎サービスだけでなく、言葉遣いや社会的マナー・ルールなどを身に付ける講座も開いている。
★大学では、仕事と子育ての両立を支援するため、研究者をはじめとする様々な人に対し、放課後や学校の長期休み時に利用することができる学童保育所の設置が進んできている。


○行政の制度・仕組みを変革し、女性の社会参画を更に促進する
　　　　
	【取組例】

★県では、建設工事に関する入札参加資格審査の手続きにおいて、育児休業及び介護休業制度を整備している企業への格付における評価項目を追加している。

★女性の管理職比率又は管理職数の将来目標等を定めるなど、基準を満たす企業を対象に、公契約の入札資格審査において加点している自治体もある。


③望ましい社会像
○ハラスメントを許さない社会づくりを進める
	【取組例】

★県では、企業や団体等に対し、ハラスメント防止研修会を開催する場合に、アドバイザーを派遣している。
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